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告 示

�愛媛県告示第７６３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松山市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

グリーンモール・松山 松山市天山一丁目１３
番５号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

イオンリテール株式
会社
千葉県千葉市美浜区
中瀬一丁目５番地１
代表取締役
井出 武美
ほか１１者

イオンリテール株式
会社
千葉県千葉市美浜区
中瀬一丁目５番地１
代表取締役
井出 武美
ほか１０者

令和５年
７月３１日
ほか

令和６年
７月２３日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（４件）……………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…５４４

○ 県営土地改良事業の事業変更計画書の縦覧…………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…５４７

○ 保安林予定森林にする旨の通知………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…５４７

○ 保安林予定森林…………………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…５４７

○ 義務付保の同意を求めるための事前届出及び指定漁船調書の縦覧……………………………………………………………………………………（水産課）…５４７

○ 落札者等の告示……………………………………………………………………………………………………………………………（土木管理課技術企画室）…５４８

○ 道路の区域変更（県道湯山高縄北条線外）…………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…５４８

○ 道路の供用開始（県道湯山高縄北条線）……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…５４９

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…５４９

○ 道路の供用開始（県道大洲野村線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…５４９

選挙管理委員会告示

○ 愛媛県選挙公営実施規程の一部改正……………………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…５４９

○ 不在者投票のできる施設の指定の一部改正……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…５５１

公営企業告示

○ 落札者等の告示……………………………………………………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…５５１

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

毎週（火・金）曜日発行 第５３１号 令和６年８月２日

令和６年８月２日金曜日 第５３１号



愛 媛 県 報令和６年８月２日 第５３１号

５４５

��������������

��������������

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７６４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商工観光課並びに新居浜市役所において告示の日か

ら４月間縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ新居浜店別棟 新居浜市新須賀町甲
５５７番１ 外 大規模小売店舗の名称 フジグラン新居浜別

棟 フジ新居浜店別棟 令和６年
１１月２０日

令和６年
７月２４日

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
尾� 英雄

株式会社フジ
代表取締役
山口 普

令和６年
３月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジ
ほか２者

株式会社レデイ薬局
ほか１者

令和４年
６月５日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７６５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地

域産業振興部商工観光課並びに西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ西条店 西条市新田字市塚新
田１５５番地 外２１筆

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

えひめ未来農業協同
組合
午前８時から午後１０
時まで
株式会社レデイ薬局
午前９時から午後１０
時まで
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社大創
産業
午前１０時から午後８
時まで
株式会社イエローハ
ット
午前１０時から午後９
時まで
株式会社アライアン
ス
午前１０時から午後１２
時まで
大黒天物産株式会社
２４時間

株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社大創
産業
午前１０時から午後８
時まで
株式会社イエローハ
ット
午前１０時から午後９
時まで
株式会社アライアン
ス
午前１０時から午後１２
時まで
大黒天物産株式会社
２４時間

令和６年
７月２０日

令和６年
７月１９日
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荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

荷さばき施設１
午前７時から午後６
時まで
荷さばき施設２、３
午前６時から午後１０
時まで
荷さばき施設４
午前８時から午後１２
時まで
荷さばき施設５
午前６時から午後８
時まで

荷さばき施設１、２、
３
午前６時から午後１０
時まで
荷さばき施設４
午前８時から午後１２
時まで
荷さばき施設５
午前６時から午後８
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７６６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地

域産業振興部商工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ新居浜店別棟 新居浜市新須賀町甲
５５７番１ 外 駐車場の位置及び収容台数 ７２台 １００台 令和７年

３月２５日
令和６年
７月２４日

駐輪場の位置及び収容台数 ５７台 ３６台

荷さばき施設の位置及び面積 １３１平方メートル １３５平方メートル

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 １１．９立方メートル ２２．４立方メートル

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

株式会社レデイ薬局、
株式会社フジモータ
ース
午前９時から午後１０
時まで
株式会社フジ
午前１０時から午後１２
時まで

株式会社レデイ薬局、
株式会社フジモータ
ース
午前９時から午後１０
時まで

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前９時４５分から午
前０時１５分まで

午前８時３０分から午
後１０時３０分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ４箇所 ３箇所

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前６時から午後９
時まで

午前６時から午後１０
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項
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�愛媛県告示第７６７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

北宇和郡鬼北町出目地域に係る県営土地改良事業計画を変更したの

で、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、

次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備事業・鬼北・松野地区）変

更計画書の写し

２ 縦覧期間

令和６年８月５日から９月２日まで

３ 縦覧場所

鬼北町役場本庁

�������
�愛媛県告示第７６８号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡�万高原町中津字休場１８６の４
２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び�万
高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７６９号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西条市丹原町寺尾乙３５の２、乙７８の１、乙７９、乙８０の１

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

丹原町寺尾乙３５の２・乙７８の１・乙７９・乙８０の１（以上４

筆について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７７０号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出事項

（愛媛県東予地方局農林水産振興部今治支局水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

愛媛県今治市宮窪町宮窪１８０５番地

藤 本 和 之

愛媛県今治市宮窪町宮窪２５６５番地

関 真 也

愛媛県今治市宮窪町宮窪２７２６番地

藤 石 貴 光
宮 窪 愛媛県漁業協同組合
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（愛媛県中予地方局農林水産振興部水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

愛媛県伊予市湊町２１４番地３

大 森 日出雄

愛媛県伊予市湊町３４９番地

亀 岡 憲 孝

愛媛県伊予市湊町２１７番地３

加 納 正 則
伊 予 伊予漁業協同組合

（愛媛県南予地方局農林水産振興部水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

愛媛県宇和島市津島町塩定１２１番
地

河 野 慎

愛媛県宇和島市津島町泥目水１９６
番地

岩 本 正 幸

愛媛県宇和島市津島町田の浜１７０７
番地１

西 田 義 幸
下 灘 第 二 愛媛県漁業協同組合

（愛媛県南予地方局農林水産振興部八幡浜支局水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

愛媛県大洲市長浜甲５９２番地１０

和 田 正 幸

愛媛県大洲市長浜甲５７５番地１

松 原 和 則

愛媛県大洲市長浜甲５９０番地１６

小 西 憲 平
長 浜 長浜町漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

令和６年８月２日から１６日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

愛媛県東予地方局管内の加入区 愛媛県東予地方局農林水産振興部
今 治 支 局 水 産 課

愛媛県中予地方局管内の加入区 愛媛県中予地方局農林水産振興部
水 産 課

愛媛県南予地方局管内の加入区
愛媛県南予地方局農林水産振興部
水 産 課
愛媛県南予地方局農林水産振興部
八 幡 浜 支 局 水 産 課

�愛媛県告示第７７１号
次のとおり落札者を決定した。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

土木設計積算システム用端末機の借
入れ
（パソコン２２０台、搬入、設置、調
整、撤去、保守一式）

愛媛県土木部土木
管理局土木管理課
技術企画室
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

令和６年７月１７日
四国通建株式会社
愛媛県今治市南大門町
一丁目１番地の１５

２，３００，０００円
（月額） 一般競争入札 令和６年６月７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 湯山高縄北条線
松山市横谷乙４４０番３４地先から

同市横谷乙４４０番６７まで

旧 ３３．７～３７．５ ０．０３５

新 ３７．５～４６．５ ０．０３５

〃 長井方堀江線 松山市東大栗町甲１３３６番２
旧 ４．６～６．０ ０．０１４

新 ４．８～１０．１ ０．０１４
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選挙管理委員会告示

�愛媛県告示第７７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７７４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和６年８月２日

愛媛県中予地方局長 矢 野 悌 二

�愛媛県告示第７７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年８月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県選挙管理委員会告示第４５号
愛媛県選挙公営実施規程（昭和４４年１１月１日愛媛県選挙管理委員会告示）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

令和６年８月２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

別記第５号様式の４を次のように改める。

〃 砥部伊予松山線
松山市高岡町１２３番１地先から

同町１２０番１まで

旧 ４．１～９．６ ０．０９８

新 ８．４～２３．１ ０．０９８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯山高縄北条線
松山市横谷乙４４０番６２から

同市横谷乙４４０番６７まで
令和６年８月２日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

６中局建（開）第１０号

令和６年７月２４日
伊予市稲荷字明見前甲６０９番１

伊予市米湊８３４番地２０

株式会社亀岡

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町大竹字小除１２８９番１０から

同町大竹字小成乙９１５番１０まで
令和６年８月２日
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第５号様式の４（ポスター掲示場）（第１５条関係）
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公営企業告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第４６号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

令和６年８月２日

愛媛県選挙管理委員会委員長 三 好 賢 治

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県公営企業告示第９号
次のとおり落札者を決定した。

令和６年８月２日

愛媛県公営企業管理者 東 野 政 隆

改 正 後 改 正 前

１ 病院 １ 病院

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略

社会医療法人石川記

念会ＨＩＴＯ病院

省略 社会医療法人石川記

念会ＨＩＴＯ病院

省略

一般財団法人新居浜

精神衛生研究所附属

豊岡台病院

四国中央市豊岡町長

田６０３－１

令和６年７月２５日

省略 省略

２～６ 省略 ２～６ 省略

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

生化学・免疫自動分析装置（検体検
査自動化システム付） １式
（月額賃借料／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市湊町
四丁目４番地１
伊予鉄本社ビル２
Ｆ

令和６年７月１９日
ＮＴＴ・ＴＣリ ー ス
（株）四国支店
愛媛県松山市二番町三
丁目６番地

２，９３８，８００円 一般競争入札 令和６年６月７日

透析システム １式
（月額賃借料／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市湊町
四丁目４番地１
伊予鉄本社ビル２
Ｆ

令和６年７月１９日
ＮＴＴ・ＴＣリ ー ス
（株）四国支店
愛媛県松山市二番町三
丁目６番地

３，１４３，０００円 一般競争入札 令和６年６月７日

令和６年８月２日 発行


